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住所変更、単元未満株式の買取等のお申出先について

株主メモ

未払配当金の支払いについて

当社ホームページのお知らせ

事 業 年 度
定 時 株 主 総 会
基　準　日
　定時株主総会・期末配当
� 　中間配当
株主名簿管理人

郵 便 物 送 付 先

� （電話照会先）

毎年4月1日から翌年3月31日まで
毎年6月

毎年3月31日
毎年9月30日
東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社
〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
電話　0120-782-031（フリーダイヤル）

株主様の口座のある証券会社にお申出下さい。
なお、証券会社に口座がないため特別口座が開設されました株主様
は、特別口座の口座管理機関である三井住友信託銀行株式会社にお
申出下さい。

株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社にお申出下さい。

〒108-6325 東京都港区三田3-5-27
住友不動産三田ツインビル西館25階

見やすく読みまちがえにくいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

当社のホームページは、会社プロフィール・主要取扱品情報に
加えIR情報（財務状況）等もありますので、ご覧下さい。

http://www.elematec.com



　株主の皆様におかれましては、日ごろより、格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　第72期（2017年4月1日から2018年3月31日まで）の報告書をお届けするにあたり、当期決算についてご説明申
し上げます。
　エレクトロニクス業界におきましては、IoT関連機器の需要及び自動車の電装化比率の拡大により、電子部品等の
生産は堅調に推移しました。また、白物家電の販売は製品ごとにばらつきはあるものの、前年を上回る水準で推移し
ました。一方、中小型ディスプレイ市場においては、世界最大のスマートフォン市場となった中国における販売低迷
及び海外ディスプレイメーカーの生産能力拡大により、市場競争は一層激化し、また、有機ELディスプレイ搭載ス
マートフォンの増加による市場のトレンド変化も見られました。
　このような状況の中、当社グループは、自動車向け各種関連部材及びテレビ向けディスプレイ関連部材に注力した
販売活動に努めましたが、急速に変化する中小型ディスプレイ市場の影響を受け、その結果、左記表の通り、当期の
連結売上高は減収となりました。各段階利益につきましては、利益率の改善に伴い総じて増益となりました。親会社
株主に帰属する当期純利益は、前期に計上した特別損失がなくなったことにより大幅に増益となりました。
　当社は、株主の皆様に対する利益配分を経営の重要課題と位置付け、中期的な業績の見通しや投資計画に基づく
キャッシュ・フローの状況を勘案し、配当性向（連結）30％の維持を目指すことを基本方針としております。この方
針を踏まえ、左記表の通り、当期の期末配当金は1株あたり40円と決定させていただきました。
　なお、年間配当金は、中間配当金の1株あたり25円と合わせ、1株あたり65円となりましたことをご報告申し上げ
ます。
　当社グループは、当期より「エレマテック （クロス）」をスローガンに掲げ、これまで培ってきた事業基盤と当社
グループの強みである「俊敏・柔軟・連動性」を活かし、重点施策である「モジュール化提案強化等の付加価値向上
策」、「非日系顧客へのダイレクトアプローチ」、「当社グループ間及び資本業務提携契約を締結している豊田通商株式
会社との戦略共有」を推進しております。
　当期については、主に豊田通商株式会社との提携を活かし、自動車マー
ケットの拡販を進め、国内ばかりでなく、海外Tier1メーカーとの取引も開
始しております。また、付加価値向上を図るため、技術者の増員及び試作
機能強化を目的とした設備導入も行っており、その結果、上記業績に関す
る記載のとおり、利益率改善を実現しております。
　当社は、引き続き上記重点施策を推進することで、真のグローバルな効
率経営を図り、さらなる事業規模拡大及び利益率の向上を目指してまいり
ます。
　株主の皆様におかれましては、今後とも当社グループへの変わらぬご理
解とご支援を賜りますよう心よりお願い申し上げます。

2018年6月

財務ハイライト

主要な経営指標等の推移

売上高 （単位：百万円）

総資産額・純資産額

親会社株主に帰属する当期純利益経常利益 （単位：百万円） （単位：百万円）

（単位：百万円）
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期別
科目

第70期
（2016年3月期）

第71期
（2017年3月期）

第72期
（2018年3月期） 前期比増減率

連結
売上高 （百万円） 216,824 203,004 196,238 △3.3％
営業利益 （百万円） 6,868 5,406 6,480 19.9％
経常利益 （百万円） 6,880 5,314 6,085 14.5％
親会社株主に帰属する
当期純利益 （百万円） 5,048 1,342 4,376 226.0％

総資産額 （百万円） 80,572 93,284 91,835
純資産額 （百万円） 44,442 44,545 48,046

株主の皆様へ

～エレクトロニクス化の進む自動車市場へ～
成長市場の変化に対応し、利益率の向上を目指してまいります。

代表取締役社長　‌‌　加藤　潤
Kato Jun

0 1 0 2



補足
売上高は減収となったものの利益率の改善に加え、前期に計上した特
別損失がなくなったことにより親会社株主に帰属する当期純利益が大
幅に増益となりました。

期別
科目

前連結
会計年度

（2017.3.31）

当連結
会計年度

（2018.3.31）

（資産の部） (Assets)

�流動資産 Current assets 87,662 86,363

�固定資産 Fixed assets 5,621 5,472

‌‌有形固定資産 Tangible fixed assets 2,398 2,363

‌‌無形固定資産 Intangible fixed assets 1,115 886

‌‌投資その他の資産 Investments and other 
assets 2,107 2,222

�資産合計 Total assets 93,284 91,835

（負債の部） (Liabilities)

�流動負債 Current liabilities 48,521 43,597

�固定負債 Fixed liabilities 217 191

‌負債合計 Total liabilities 48,738 43,789

（純資産の部） (Net assets)

�株主資本 Shareholders’ equity 43,401 47,061

�その他の包括利益累計額 Accumulated Other 
Comprehensive Income 1,143 984

�純資産合計 Total net assets 44,545 48,046

�負債純資産合計 Total liabilities and net 
assets 93,284 91,835

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
Note: Amounts of less than one million yen have been rounded down.

連結貸借対照表（要旨）：
Consolidated balance sheets (Summary) （百万円／￥ millions）

連結損益計算書（要旨）：
Consolidated statements of incomes (Summary) （百万円／￥ millions）

連結キャッシュ・フロー計算書（要旨）：
Consolidated statements of cash flow (Summary) （百万円／￥ millions）

期別
科目

前連結
会計年度

（2016.4.1〜2017.3.31）

当連結
会計年度

（2017.4.1〜2018.3.31）

�売上高 Net sales 203,004 196,238
‌‌売上原価 Cost of sales 185,876 177,352
�売上総利益 Gross profit 17,127 18,886
‌‌販売費及び一般管理費 Selling, general and administrative expenses 11,720 12,405
�営業利益 Operating income 5,406 6,480
�営業外収益 Non operating income 194 180
‌‌受取利息 Interest income 43 57
‌‌受取配当金 Dividend income 7 7
‌‌その他 Other non operating income 143 114
�営業外費用 Non operating expenses 286 575
‌‌支払利息 Interest expense 15 12
‌‌その他 Other non operating expenses 271 562
�経常利益 Ordinary profit 5,314 6,085
�特別利益 Extraordinary gains 34 2
�特別損失 Extraordinary losses 2,801 －
税金等調整前当期純利益 Net income before taxes 2,546 6,087
法人税、住民税及び事業税 Corporate, inhabitant and enterprise taxes-current 1,573 1,821
法人税等調整額 Deferred taxes △� 369 △� 109
当期純利益 Profit 1,342 4,376
親会社株主に帰属する当期純利益 Profit attributable to owners of parent 1,342 4,376

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
Note: Amounts of less than one million yen have been rounded down.

期別
科目

前連結
会計年度

（2016.4.1〜2017.3.31）

当連結
会計年度

（2017.4.1〜2018.3.31）
営業活動による
キャッシュ・フロー

Cash flows from operating 
activities △� 3,309 19,257

投資活動による
キャッシュ・フロー

Cash flows from investing 
activities △� 85 △� 51

財務活動による
キャッシュ・フロー

Cash flows from financing 
activities 1,504 △� 3,547

現金及び現金同等物に
係る換算差額

Effect of exchange rate changes on 
cash and cash equivalents △� 305 △� 46

現金及び現金同等物の
増減額（△は減少）

Net change in cash and cash 
equivalents △� 2,195 15,611

現金及び現金同等物の
期首残高

Cash and cash equivalents at 
beginning of the term 12,477 10,282

現金及び現金同等物の
期末残高

Cash and cash equivalents at 
end of the term 10,282 25,893

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
Note: Amounts of less than one million yen have been rounded down.

　当社グループは、グローバルな事業展開を図っており、当期における海外売上高の連結売上高に占める
割合は、56.2％となりました。
　地域別セグメント業績の概況は以下の通りであり、また、当社が注力する主要取引品の一部を下記のイ
ラストにて紹介させていただきます。
■日　本 売上高は、自動車向け各種関連部材の販売は増加したものの、スマートフォン向けディス

プレイ関連部材の販売が減少したことから、前期比7.7％減の1,077億59百万円となりま
した。営業利益は、前期比12.3％増の27億69百万円となりました。

■中　国 売上高は、テレビ向けディスプレイ関連部材及びゲーム機器向け各種関連部材の販売が増
加したものの、スマートフォン向けディスプレイ関連部材の販売が減少したことから、前
期比0.1％減の453億62百万円となりました。営業利益は、前期比4.4％増の15億64百万
円となりました。

■  その他
アジア

売上高は、自動車及びOA機器向け各種関連部材の販売が増加したものの、スマートフォン
向けディスプレイ関連部材の販売が減少したことから、前期比1.9％減の334億68百万円と
なりました。営業利益は、前期比34.4％増の12億74百万円となりました。

■欧　米 売上高は、自動車向け各種関連部材及びテレビ向けディスプレイ関連部材の販売が増加し
たことから、前期比43.1％増の96億47百万円となりました。営業利益は、前期比60.8％
増の３億76百万円となりました。

■�地域別売上高構成比
�　（下段は金額、単位：百万円）

■�主要取扱品
スマートフォン・タブレット 自動車

※  記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しており
ます。

※  日本以外の各セグメントに属する国または地域は以
下のとおりです。

　　中国……………中国（香港を含む）
　　その他アジア…台湾、韓国、インド、東南アジア
　　欧米……………米国、メキシコ、チェコ

日本 54.9％
107,759

その他アジア 17.1％
33,468

中国 23.1％
45,362

欧米 4.9％
9,647

2018年度連結業績予想� （単位：百万円）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主
に帰属する
当期純利益

通期 198,000 6,600 6,300 4,500

キーレスアンテナ

表面コート、光学成形

（LEDヘッドランプ用）
厚肉レンズリフレクタ

ホットメルトシーリング

カーエアコン
・サーモスタット
・流量センサ
・圧力スイッチ

【コンプレッサ関連】
サーマルプロテクタ
温度ヒューズ
【電動コンプレッサ】
放熱材
ウレタン

ボンネット内装用シンサレート ブラックアウトフィルム

日射センサ

電池冷却ファンモーター

メッキ、印刷

外装品接着用両面テープ

チッピングテープ

バックモニタ用ハーネス

2018年度エレクトロニクス業界環境の見通し
エレクトロニクス業界におきましては、スマートフォン
市場は買い替えサイクルの長期化を背景に販売が低迷
し、競争は一層厳しくなると見込まれるものの、自動
車市場における電気自動車の普及や自動運転システム
の開発、AI及びビッグデータの活用のためのデータセ
ンターの増加、IoT関連機器や産業用機械の需要増加
が今後の成長を支える見通しとなっております。
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事業の状況
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150,610
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66,214
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203,004

94,560
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53.4%

110,258

196,238

85,979

第72期

56.2%

株式の状況（2018年3月31日現在）

■‌発行可能株式総数‌ 84,000,000株
■‌発行済株式の総数‌ 21,152,473株
■‌株主総数‌ 2,887名
■‌議決権総数‌ 204,667個
■‌大株主

■ 所有者別分布状況

その他の国内法人
外国人
個人・その他(自己株式を含む）
金融機関
金融商品取引業者

58.39％
16.76％
16.09％
7.84％
0.92％

12,350,900株
3,546,159株
3,402,945株
1,658,200株
194,269株

会社の概要（2018年3月31日現在）

役員（2018年6月22日現在）

商 号‌

設 立

本 社‌

資 本 金

社 員 数

エレマテック株式会社‌
Elematec‌Corporation

1947年（昭和22年）4月

東京都港区三田三丁目５番27号‌
住友不動産三田ツインビル西館25階

2,142,369,800円

1,179名（連結）、430名（単体）

株価チャート（週足）

株主名 持株数 出資比率
（株） （％）

豊田通商株式会社 12,002,900 56.74
ビービーエイチ‌フオー‌フイデリテイ‌ロー‌
プライスド‌ストツク‌フアンド‌（プリンシパル‌
オール‌セクター‌サブポートフオリオ）

1,188,700 5.62

エレマテック株式会社 679,301 －
エレマテック社員持株会 461,792 2.18
ビービーエイチ‌フイデリテイ‌ピユーリタン‌フイデリテイ‌
シリーズ‌イントリンシツク‌オポチユニテイズ‌フアンド 400,000 1.89

日本トラスティ・サービス信託銀行株
式会社（信託口） 341,400 1.61

大阪中小企業投資育成株式会社 291,900 1.38
日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（信託口） 275,700 1.30

日本生命保険相互会社 270,000 1.28
日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社（信託口5） 175,800 0.83

サービスネットワーク
つながりを広げ、可能性を広げる、エレマテックのネットワーク。
私たちはいつもお客様のそばで、多彩なニーズに迅速にお応えできるよう体制を整えています。
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ハノイ
ホーチミン
バンコク
チェンマイ
シラチャー
シンガポール
クアラルンプール
ペナン
ジャカルタ

■東南アジア
販売拠点
1
2
3
4
5
6
7
8

10
11
12

大連
無錫

1
2

加工サービス拠点

加工サービス拠点

■東アジア
販売拠点
ソウル
台北

1

プラハ

■ヨーロッパ
販売拠点
1

サンディエゴ
シカゴ
ヒューストン
レオン

■北中米
販売拠点
1
2
3

■インド
販売拠点
バンガロール1

デリー2

2

9

16

4

エレマテックロジサーブ株式会社1

（2018年6月1日現在）
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代 表 取 締 役 社 長 加　藤　　　潤
取締役専務執行役員 鈴　木　信　夫
取締役専務執行役員 横　出　　　彰
取締役常務執行役員 清　水　厚　志
取締役常務執行役員 川　藤　　　聖
取 締 役 椿　本　光　弘
取 締 役 柿　原　安　博
取 締 役 （ 社 外 ） 関　　　聡　介
取 締 役 （ 社 外 ） 鈴 木 洋 三

常勤監査役（社外） 平　賀　幸　一
常 勤 監 査 役 磯　上　篤　生
監 査 役 （ 社 外 ） 水　上　　　洋
監 査 役 志　治　芳　弘
常 務 執 行 役 員 北　平　雅　則‌
常 務 執 行 役 員 伊　能　　　茂
執 行 役 員 橋　本　義　弘
執 行 役 員 刀　根　淳　一
執 行 役 員 田　原　　　聡
執 行 役 員 竹　中　克　己
執 行 役 員 岸　下　　　勉
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